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【別添】 

 

帰還困難区域における事業の実施について 

 

令和元年９月５日 

原子力災害現地対策本部 

原子力被災者生活支援チーム 

 

１．概要 

 

 帰還困難区域において、労働者を使用する事業者（以下単に「事業者」とい

う。）又は労働者を使用しない自営業者若しくは個人事業者（以下「自営業者

等」という。）が、事業所の再開又は新設を伴う事業（以下単に「事業」とい

う。）の実施を希望する場合、市町村が、以下の要件を満たし早急に事業の実

施を認める必要があると判断した場合には、別紙の申請様式に基づき、原子力

災害現地対策本部及び内閣府原子力被災者生活支援チームに確認した上で、事

業の実施を認めることができることとする。 

 

 

 

（２）事業実施の要件 

＜１＞認定特定復興再生拠点区域 

 

① 事業所付近（屋外）の平均空間線量率が毎時３．８マイクロシーベルト

を大きく超えないこと（超える場合には、原則屋内における作業を基本と

し、屋外での作業は可能な限り少なくするように努める）。 

 

② 認定特定復興再生拠点区域における事業活動が国際放射線防護委員会

（ＩＣＲＰ）の正当化の原則（被ばくによる損害を上回る公益性や必要性

が求められる）に照らし、許容できる範囲であること。 

 

③ 以下の事業のうち、いずれかに該当すること。 

（ⅰ）復旧・復興に不可欠な事業 

（例） 廃棄物処理、ガソリンスタンド、金融機関（郵便局・農協の金融

サービスを含む。）などを想定。 
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（ⅱ） 地域の経済基盤となる雇用の維持・創出に不可欠であって、次のい

ずれかに該当する事業 

 

（ア）復旧・復興に携わる事業者や一時帰宅者などを対象とした事業 

（例）小規模小売店、食堂、診療所（入院を除く。）など。 

 

（イ）製造業など居住者を対象としない事業 

 

（ウ）営農 

（注１）営農は、屋外で自営業者等が行うことが通常であることを踏

まえ、除染等による線量低減について確認した上で、毎時２．５

マイクロシーベルトを超える場所において行う場合の線量管理等

（後述 2.(6)）に留意して実施することとする。 

（注２）営農については、品目によって、出荷制限等の対象となって

いるものや、出荷再開に当たって検査が必要となるものがあるの

で、あらかじめ当該地域における状況を確認すること。 

   また、稲の作付については、「米の作付等に関する方針」に基づ

き、毎年、地域ごとに実施可能な取組内容が定められているので、

あらかじめ当該地域で実施可能な取組内容を確認すること。 

 

 

＜２＞認定特定復興再生拠点区域外 

① 事業所付近（屋外）の平均空間線量率が毎時３．８マイクロシーベルト

を大きく超えないこと（超える場合には、原則屋内における作業を基本と

し、屋外での作業は可能な限り少なくするように努める）。 

 

② 帰還困難区域における事業活動が国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）の

正当化の原則（被ばくによる損害を上回る公益性や必要性が求められる）

に照らし、許容できる範囲であること。 

 

③ 復旧・復興に不可欠な事業であって、本制度の趣旨に照らして、原子力

災害現地対策本部長及び市町村長が協議の上、適当と認めたものであるこ

と。 
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２．事業の実施における留意事項 

 

（１）本制度は、帰還困難区域において事業の実施を認めるものだが、原子力災

害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）第２６条の緊急事態応急対

策（原子力災害の拡大の防止を図るための措置、放射性物質による汚染の除

去、等）として実施する事業については、本制度の適用はない。なお、同対

策として実施する事業及び本制度の適用事業を同一事業所で実施する場合

には、本制度に基づく手続きが必要となる。 

 

（２） 市町村は、以下の事項を遵守し、事業者及び自営業者等（以下「事業者

等」という。）に対して適切な指導等を行うこと。 

① 事業の実施を認める場合は、従業員及び自営業者等（以下「従業員等」

という。）の安全管理を十分に行うことを前提とする。また、従業員等の

被ばく低減に努める観点から、可能な限り線量低減に努めた上で事業を実

施させる。 

 

② 「東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染

するための業務等に係る電離放射線障害防止規則（平成２３年厚生労働省

令第１５２号）」、「除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止のため

のガイドライン」及び「特定線量下業務に従事する労働者の放射線障害防

止のためのガイドライン」（以下「除染電離則等」という。）を事業者に対

して周知するとともに、除染電離則等を遵守するよう指導する。 

 

③ 自営業者等に対して、「除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止の

ためのガイドライン」及び「特定線量下業務に従事する労働者の放射線障

害防止のためのガイドライン」（以下「除染電離則ガイドライン」という。）

に基づき、線量管理等の措置を実施する必要がある旨を周知する。 

 

④ 事業者による従業員が受ける又は自営業者等による自らが受ける放射線

量を最小限とするための措置を支援するとともに、事業者等に対して当該

放射線量を適切に管理するよう指導する。 

 

※ 除染電離則等の詳細については、お近くの都道府県労働局または労働基

準監督署にお問い合わせください。 
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（３） 市町村は、事業者による従業員の受ける又は自営業者等による自らの受

ける放射線量の管理が適切に行われているか否かを確認するために、必要

に応じて、事業者等に必要な事項に関する報告を求め、また事業所への立入

り、又は必要な調査を行うことができる。 

 

（４） 市町村は、事業者による従業員の受ける又は自営業者等による自らの受

ける放射線量の管理に不適切な点があった場合には、管理体制を改善する

又は事業を停止するよう指示することができる。 

 

（５） 事業者等は、以下の事項を遵守し、事業を実施すること。 

① 従業員等が受ける放射線量を最小限とするための適切な労働環境を維持

する。 

② 従業員等の自動車による通勤。 

③ 事業所付近（屋外）の平均空間線量率が毎時３．８マイクロシーベルト

を超える場合には、屋外での作業時間及び滞在時間を可能な限り短縮する

とともに、土埃や砂埃が多い時には、窓を閉める。 

④ 事業に伴う廃棄物の処理。 

 

（６） 事業者は除染電離則等を遵守し、自営業者等は除染電離則ガイドライン

に基づき線量管理等の措置を行い、事業を実施すること。 

 

※ 除染電離則等の詳細については、お近くの都道府県労働局または労働基

準監督署にお問い合わせください。 

 

 なお、国は、必要に応じて、市町村に対し、事業者による従業員の受ける又

は自営業者等による自らの受ける放射線量の管理を改善するために、適切な措

置を講ずるよう要請する。また、セミナーなどを通じて、事業者等及び従業員

等に対し、放射線に関する知識、リスク情報・健康への影響等に関する情報等

を提供する。 
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［別紙１］申請様式（例） 

 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 

原子力災害現地対策本部 

 ○○ ○○ 本部長 殿 

 

 

○○市（町村）長 ○○ ○○ 印  

  

   

帰還困難区域における事業の実施について 

 

  

 別添のとおり、○○（事業者等名）から、事業の実施についての申請がありま

した。当該事業者等については、事業の実施を認める必要があると考えています

ので、事業の実施に係る可否について確認をお願いします。 
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［別紙２］申請様式（例） 

 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 

○○市（町村）長 

  ○○ ○○ 殿 

 

 

住  所 

事業所名 

代表者名            印 

電話番号 

 

 

帰還困難区域における事業の実施について 

 

 下記のとおり、帰還困難区域における事業の実施について申請します。 

 

事業所の再開     

新たな事業所の開設    

※いずれかに○を付す。 
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事業所の概要等 

 

事業所の名称 ○○○株式会社 

事業所の所在地 福島県○○郡○○町○○丁目○番地 

 避難指示区域区分 帰還困難区域（拠点内・拠点外） 

代表者氏名 代表取締役 ○○ ○○ 

  

連絡先 

担当者氏名 工場長 ○○ ○○ 

電話番号   

携帯電話番号   

ＦＡＸ番号   

メールアドレス   

従業員等数 

（○年○月○日現在） 

正社員  ：○○名 

パート  ：○○名 

アルバイト：○○名 

計    ：○○名 

事業所付近の平均空間線

量率 

（屋外）毎時 ○○マイクロシーベルト 

（○月○日計測） 

（屋内）毎時 ○○マイクロシーベルト 

（○月○日計測） 

事業内容 ○○○加工、○○販売 

事業実施が必要であると

考えられる理由 

（例）製造設備の移設が困難、復旧作業に必要不可

欠であるなどの理由をできるだけ具体的に記載。 
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［別紙３］営農の申請様式（例） 

 

令和○○年○○月○○日 

 

○○市（町村）長 

  ○○ ○○ 殿 

 

住  所 

氏  名            印 

 

帰還困難区域における事業の実施について 

 

 下記のとおり、帰還困難区域における事業の実施について申請します。 

 

事業の再開     新たな事業の開始  

※いずれかに○を付す。 

 

連絡先 

担当者氏名  

電話番号   

携帯電話番号   

ＦＡＸ番号   

メールアドレス   

従業員等数 

（○年○月○日現在） 
○○名 

作業場所の住所  

 避難指示区域区分 帰還困難区域（拠点内） 

作業場所付近の平均空間

線量率 

（屋外）毎時 ○○ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ（○月○日計測） 

（屋内）毎時 ○○ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ（○月○日計測） 

事業内容 ○○栽培、稲作、等 
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［別紙４］回答様式（例） 

 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 

○○市（町村）長 

  ○○ ○○ 殿 

 

 

原子力災害現地対策本部 

本部長 ○○ ○○ 

 

 

帰還困難区域における事業の実施について 

 

 令和 年 月 日付けで確認依頼のありました下記事業者等の事業の実施に

ついて、差支えないものと確認いたしました。 

 

記 

 

 

事業者等名 住所 業種 

  

  

    

 

（備考） 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 
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［別紙５］回答様式（例） 

 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 

事業所名 

 代表者名 殿 

 

 

○○市（町村）長 

 ○○  ○○    印 

 

 

帰還困難区域における事業の実施について 

 

 令和 年 月 日付けで申請のありました事業の実施については、原子力災

害現地対策本部の確認を踏まえて、認めることといたします。 

 

記 

 

 

事業者等名 住所 業種 

  

  

    

 


